
　（あて先）　 名古屋市　市税事務所長

固定資産税・都市計画税の減免事由が消滅したので、名古屋市市税減免条例第８条第２項の

年 月 日

（注）１ ※欄の記載は必要ありません。

 ２ この減免事由消滅申告書は、減免事由の消滅後直ちに減免対象資産が所在する区を担当する　

   市税事務所の固定資産税課へ提出してください。

○　この申告書に記載された情報は、ご本人の同意や法令に定められた場合を除いて、市税の課税や徴収の目的

　　以外には利用しません。

減免事由の消滅事由

減免事由の消滅年月日

所在

住所（所在地）

令和

 規定に基づき、下記のとおり申告します。

構造種類

　　　　　　固定資産税・都市計画税減免事由消滅申告書（土地・家屋）

家屋番号 床面積（㎡）

（電話番号　　　　　　　　　　　　）

　　令和　　年　　月　　日　

地目 地積（㎡）

土
地

家
屋

（納税義務者）
氏名（名称）

所在及び地番

申告者

※土地　物件番号 ※家屋　物件番号※お問い合わせ番号

受付印


